
基本方針 取組み項目 取組み事項 担当課

1 組織機構の効率化 組織機構等の見直し 社会情勢に対応した組織の見直し 企画政策課

2 各種審議会・委員会等の見直し 組織構成、委員数等の分析・見直し 関係課

3 庁内各課の配置の見直し 町民のニーズに合わせた各課配置 企画政策課・関係課

4 職員の適正な定員管理 定員適正化計画に基づき実施 総務防災課

5 職員勧奨退職制度の活用 勧奨退職制度の啓発、制度説明の実施 総務防災課

6 人材確保、育成 優秀な人材の確保 効果的な採用試験の実施、計画的な専門職の確保 総務防災課

7 職員派遣や人事交流による人材育成 県及び他市町村との交流 総務防災課

8 管理職及び一般職員研修の充実 階層別研修の実施、各種専門研修への派遣 総務防災課

9 新規採用職員研修の充実 庁内研修及び研修センターへの派遣 総務防災課

10 職員の福利厚生の充実 職員のメンタルケアの充実 総務防災課

11 職員の地域活動等への参加促進 自治会等の行事や町イベントへの積極的参加を促進 総務防災課

12 人事評価制度の適正な運用 研修の実施、評価結果を勤勉手当及び昇給に反映 総務防災課

13 再任用制度の活用 再任用の意向確認の実施、適正な採用・配置 総務防災課

14 会計年度任用職員制度の活用 会計年度任用職員の適正な採用・配置 総務防災課

15 事務事業の効率化 事務分掌の適正化 事務分掌に関する調査を実施、必要に応じて見直しを実施 企画政策課

16 公用車のエコカーへの移行 公用車のエコカーへの移行の推進 財務課

17 各種イベントの見直し イベント実施方法や実施主体の見直し・収支の見直し検討 関係課

18 ＩＣＴの活用 ホームページの充実、SNSの活用 企画政策課

19 ファイルサーバの適正利用・管理 企画政策課

20 データ放送、あんしんメール等を活用した情報発信の充実 企画政策課

21 広域行政の推進 町村情報システムの安定運用 企画政策課

22 上水道事業広域化の検討 上下水道課

23 民間委託等の推進 窓口業務等の民間委託導入の検討 総務防災課

24 指定管理者制度の活用、実施施設等の拡大 総務防災課

25 健全な行財政運営 施策・事業の進行管理 総合計画の進行管理及び検証 企画政策課

26 行政改革大綱の進行管理及び検証 企画政策課

27 男女共同参画の推進 各種委員会、審議会等への女性登用の促進 企画政策課

28 地域力の活用、地域協働の推進 自治会活動の支援 企画政策課

29 まちづくり支援組織の育成・支援 企画政策課

30 自主防災組織の充実、支援 総務防災課

31 町有財産の有効活用 町有財産の売却・貸付等 財務課

32 地方公営企業法会計の適用 下水道事業の企業会計移行 上下水道課

33 経常的経費の節減・適正化 人事院勧告の完全実施による給与の見直し 総務防災課

34 時間外勤務手当の支払いの一元管理・削減 総務防災課

35 庁舎等管理経費の削減 財務課

36 補助金等の見直し 補助金額や補助率等の見直し 財務課・関係課

37 備品、消耗品等の効率的な購入 一括購入の実施、利用状況の管理の徹底 財務課・会計課

38 町税・公共料金の徴収率の向上 滞納繰越分の効果的な滞納整理の実施 町民税務課・関係課

39 ふるさと応援寄付金（ふるさと納税）の活用 現状の把握による改善点の明確化・返礼品等内容の充実 商工観光課

40 住民の声の反映 パブリックコメント・公募制度実施の推進 企画政策課

41 情報提供の推進 各種委員会、審議会等の会議録等の公表の推進 企画政策課

42 利便性の高い行政サービスの提供 ワンストップサービスの充実 町民税務課

43 年度末・年度初めの休日窓口の開設 町民税務課

44 マイナンバーカード取得率向上の促進 町民税務課

別表　実施計画
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